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協議会の概要
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設⽴の背景
運輸（建設）は産業や社会の基盤、中⼩企業が99%以上

さまざまな業界課題
①1社では解決が難しい、②同じ課題を各社で解決

タクシー、ダンプ
トラック、バス
事業会社、団体

さまざまな技術、
ソリューションを
持つ企業、団体

事業者
会員

サポート
会員

パートナー
シップ
会員

発着荷主企業、
⾃治体等

運輸業界と、ICTなど多様な業種のサポート企業、およびパートナーシップ
企業が連携し、デジタルテクノロジーを利⽤することで運輸業界を安⼼・
安全・エコロジーな社会基盤に変⾰し、業界・社会に貢献する

設⽴の⽬的
2016年8⽉9⽇設⽴/
2018年6⽉8⽇⼀般社団法⼈化



テーマ毎のWG活動（2024年度）
WG01「事故撲滅と実現のための管理者、乗務員教育」
WG02「健康経営の推進と健康課題解決」
WG03「⽇本版ライドシェア等による公共交通の未来への挑戦」*
WG04「⼈材、働き⽅改⾰、

荷主とのパートナーシップによる2024年問題の対応」
WG05「動態管理プラットフォーム（traevo）を活⽤した

持続可能な物流の実現」
＜WG05A＞ 共同輸送データベース構築とその先のフィジカルインターネットの推進
＜WG05B＞ CO2排出量の精緻化を通じた物流改善とその先にあるカーボンニュートラルの実現

WG06「業界共通プラットフォームへのデータ連携によるその先へ」
WG07「遠隔操作・⾃動化で実現する安全・安⼼な作業現場と迅速な災害対応」
WG08「無⼈AI点呼実現への挑戦」
WG09「SDGsの推進と、カーボンニュートラル・エコドライブの実現」
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https://tdbc.or.jp/working-group/



TDBCとしてのSDGs推進
3.6 2020年までに、世界の道
路交通事故による死傷者を半減
させる。
3.6.1   道路交通事故による死
亡率

11.2 2030年までに、脆弱な⽴場にある
⼈々、⼥性、⼦供、障害者及び⾼齢者の
ニーズに特に配慮し、公共交通機関の拡⼤
などを通じた交通の安全性改善により、全
ての⼈々に、安全かつ安価で容易に利⽤で
きる、持続可能な輸送システムへのアクセ
スを提供する。9.1   全ての⼈々に安価で

公平なアクセスに重点を
置いた経済発展と⼈間の
福祉を⽀援するために、
地域・越境インフラを含
む質の⾼い、信頼でき、
持続可能かつ強靱（レジ
リエント）なインフラを
開発する。
9.1.2   旅客と貨物量（交
通⼿段別）

マルチステークホルダー・
パートナーシップ
17.17   さまざまなパート
ナーシップの経験や資源戦略
を基にした、効果的な公的、
官⺠、市⺠社会のパートナー
シップを奨励・推進する。

している国の数

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略
及び計画に盛り込む。
13.2.1  気候変動の悪影響に適応し、⾷
料⽣産を脅かさない⽅法で、気候強靱性
や温室効果ガスの低排出型の発展を促進
するための能⼒を増加させる統合的な政
策/戦略/計画（国の適応計画、国が決
定する貢献、国別報告書、隔年更新報告
書その他を含む）の確⽴⼜は運⽤を報告
している国の数



TDBCとしてのSDGs推進



産業、社会⽣活の基盤、環境への⾔及
 物流の2024年問題解決に向けた「物流⾰新に向けた政策パッケージ」

「物流は国⺠⽣活や経済を⽀える社会インフラ」
 環境への⾔及（3省合同会議「取りまとめ案」）

１．基本⽅針について
（１）貨物⾃動⾞運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及
び荷役等の効率化の推進の意義及び⽬標に関する事項（第 33 条第２項第１
号）として、
・ 物流の過程において⼆酸化炭素の排出等による環境への負荷が⽣じている
ことに鑑み、その負荷の低減を図るため、トラック輸送の効率化や共同輸配
送、モーダルシフトの推進等を通じて、脱炭素社会の実現に寄与することが
求められていること。
・ これらの⽬標の達成に向けた取組を通じて、地球温暖化対策の推進に関す
る法律（平成10 年法律第 117 号）第８条第１項に基づく地球温暖化対策計
画（令和３年 10 ⽉ 22 ⽇閣議決定）に対策・施策として位置付けられてい
る脱炭素物流の推進に貢献すること。
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お伝えをしたいこと
 運輸事業者の業務遂⾏そのものがSDGs達成貢献
 SDGsは企業の社会的責任であると同時に、社員がその実

践に参画
 物流の2024年問題の解決に向けた物流2法改正の物流効率

化法でも環境に関して⾔及
 ともに解決とのTDBCのポリシーの実践として⾃社の取り

組みや知⾒を公開し、業界、社会に貢献
（パートナーシップで⽬標を達成）

 業界全体として更なる貢献と顧客、社員から選ばれる事業
者となるための重要な取り組み、ぜひ⼀緒に実践を
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